平成25年度高次脳機能障がい地域支援ネットワーク会議　(案)
○前提：平成25年度知事重点事業「地域支援ネットワーク体制整備事業」
　大阪府が主催⇒委託機関が主催できるよう大阪府が支援する形へ

1． 圏域別ネットワーク会議等（圏域ごとに各１回ずつは実施をする）
１）「地域支援ネットワーク体制整備事業」の委託契約をした協力機関
（圏域ネットワーク拠点協力機関）
　　 ・圏域ネットワーク拠点協力機関がネットワーク会議や事例検討等、圏域の課題に応じて開催できるよう、助言協力を行う
　２）堺市圏域　

　　　・堺市が平成23年度より事業委託を受けている関係で、堺市が主催、当センターが協力する形でネットワーク会議を進める

　３）上記以外の圏域　
・委託契約ができる機関がない場合

・平成24年度に引き続き、圏域の課題を基に、より主体的な運営をすすめることができるよう働きかける。

1 主体的な話し合い
圏域の課題を深めて、圏域独自の内容・手法を主体的に話し合ってもらう。

2 圏域別ネットワーク会議を開催する。

圏域別に主体的な話し合いの場で議論された内容を基に、ネットワーク会議を開催する。
【内容】
・　大阪府高次脳機能障がい支援拠点機関の取り組み状況報告

・　相談窓口である市町村における高次脳機能障がい者の相談支援実践報告

· 相談支援者養成研修を受講した関係機関.からの支援実践報告

・　各機関の支援内容や役割を共有し、圏域によっては実際の事例を基に事例検討をし、新たに必要な資源や支援方策等を明らかにしていく。
等

【構成機関】
・　医療機関　・障がい者支援施設等　　・当事者団体

・　市区町村障がい担当課　・保健所　・教育関係機関　･就労支援機関等　　　　　　
【圏域での社会資源の活用】　

ネットワーク会議の出席者名簿（配布承諾者のみ。参加機関の所属機関名・出席者名・電話番号・FAX番号の一覧）を配布し今後のネットワークに役立てる。

　　＊　大阪市に関しては、会議の内容を含め大阪市と協議しながら総合的に進めていく。
2． 全体会議（１回）：各圏域の地域ネット拠点協力機関からの事業報告にあてる

　①　各圏域での取り組み状況を報告し、府内の支援ネットワーク情報を共有する。

　②　各圏域ごとの高次脳機能障がい地域支援に関する地域診断を行い、自立支援会議に結びつける。

③　ネットワーク事業の委託も含め、今後の地域支援に向けて高次脳機能障がいのネットワークの方向性について議論する。
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